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１．阿蘇市次世代育成支援後期行動計画の評価 

 
 

本計画は、「阿蘇市次世代育成支援後期行動計画」の後継計画に当たるため、今後の事

業展開・方向性を検討する前提として、各担当課において後期行動計画の評価及び事業管

理に関する整理検討を行いました。 

なお、阿蘇市次世代育成支援後期行動計画における保育関係特定 12 事業の達成状況に

ついては、下表のとおりでした。 

本計画では、数値目標を達成できなかった項目も含め、25 年度に実施したアンケート

調査を基に現状のニーズを把握し、子ども・子育て支援法に基づく基本指針及び次世代育

成支援行動計画策定指針を踏まえ、数値目標の見直しを行っています。 

 

次世代育成支援後期行動計画における目標事業量の達成状況 

 目標（平成 26 年度） 実績（平成 26 年度） 

通常保育事業 １２か所 １２か所 

トワイライトステイ事業 - - 

ショートステイ事業 - - 

一時預かり事業 ９か所 ８か所 

延長保育事業 １２か所 １２か所 

休日保育事業 １か所 ０か所 

夜間保育事業 － － 

特定保育事業 ３か所 ６か所 

病児・病後児保育事業 １か所 ０か所 

ファミリー・サポート・センター事業 １か所 ０か所 

地域子育て支援拠点事業 ３か所 ３か所 

放課後児童健全育成事業 ５か所 ５か所 
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２．アンケート調査結果の概要 

 
 

（１）子どもの年齢・学年と家族の状況 
 

● 子どもの年齢・学年分布は図１、図２のとおりで、概ね万遍なく回答をいただいて

いる。 

● ひとり親家庭の割合は、就学前で 8.0％、小学生で 13.2％となっている（図３参

照）。 

 

図１ 就学前児童の年齢                 図２ 小学生の学年 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ※グラフのＮは、各質問の回答者数で、割合算出の基数となる（以下同じ）。 

 

図３ 保護者の配偶状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N=990

２歳
15.1%

３歳
15.8%

４歳
16.9%

０歳
9.5%

１歳
14.5%

６歳
9.6%

５歳
18.7%

N=1,240

６年生
20.6%

２年生
13.6%

１年生
14.5%

５年生
17.9%

４年生
16.8%

３年生
16.6%

91.6

85.9

8.0

13.2 0.9

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

N=990

小学生

N=1,240

配偶者がいる 配偶者はいない 無回答
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（２）子育ての環境について 
 

● 緊急時や用事の際にも子どもを預かってもらえる人がいない家庭の割合は、就学前

で 7.5％、小学生で 7.8％であった（図４参照）。 

● 子育てをする上で、気軽に相談できる人や場所がない人の割合は、就学前で 2.9％、

小学生で 4.4％であった（図５参照）。 

 
 

図４ 日頃、子どもを見てもらえる親族・知人はいるか 

 

図５ 気軽に相談できる人や場所はあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.6

7.5

3.5

49.3

47.4

11.9

7.8

3.1

41.0

54.9

1.5

3.9

0% 20% 40% 60%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には

子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

就学前
N=990

小学生
N=1,240

94.3

93.0

2.9

4.4 2.6

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

N=990

小学生

N=1,240

いる／ある いない／ない 無回答
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（３）母親の就労状況について 
 

● 母親の就労状況については、フルタイムで就労していると回答した人が、育児・介

護休業中の人も含めて、就学前で 45.8％、小学生で 54.6％となっている（図６参

照）。 

● パート・アルバイトなどで就労していると回答した人は同じく、就学前で 30.2％、

小学生で 30.0％となっており（図６参照）、そのうち、フルタイムへの転換希望が

ある人は、就学前で 27.1％、小学生で 25.0％となっている（図７参照）。 

 
 

図６ 母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図７ パート・アルバイトの方のフルタイムへの転換希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.5

53.4

7.3

1.0

1.1

1.11.2

27.4

29.0

2.8

11.2

21.1 1.8

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

N=990

小学生

N=1,240

フルタイムで就労している

フルタイムで就労しているが、産休・育休などで休業中である

パート・アルバイトなどで就労している

パート・アルバイトなどで就労しているが、産休・育休などで休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

8.7

8.1

18.4

4.016.9 42.7

44.8 3.3 24.7

28.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

N=299

小学生

N=372

フルタイムへの転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はあるが、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等の就労を続けることを希望

パート・アルバイト等をやめて子育てや家事に専念したい

無回答
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● 現在就労していない母親の就労希望を尋ねたところ、「すぐにでも、もしくは１年

以内に就労したい」と回答した人が就学前で 37.7％、小学生で 33.3％、一番下の

子どもがある程度大きくなったら就労したいと回答した人は就学前で 34.5％、小

学生で 22.2％となっており、就労していない就学前児童の母親の 72.2％、小学生

児童の母親の 55.5％に就労希望のあることがわかる（図８参照）。 

● 就労希望があると回答した人に、希望の就労形態を尋ねたところ、就学前では「パ

ートタイム、アルバイト等」が 75.9％と圧倒的に高い割合を占めており、「フルタ

イム」を希望する人の割合は 19.3％にとどまっている（図９参照）。 

● 一方、小学生の母親では、「フルタイム」を希望する人の割合が 39.2％、「パート

タイム、アルバイト等」が 54.9％となっている。（図９参照） 

 
 

図８ 非就労者の就労意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 希望する就労形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.3

26.1

34.5

18.322.2

37.7

33.3

15.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

N=220

小学生

N=153

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

1年より先、一番下の子どもが（　　）歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答

19.3

39.2

75.9

54.9 5.9

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

N=83

小学生

N=51

フルタイム パートタイム、アルバイト等 無回答
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（４）父親の就労状況について 
 

● 父親の就労状況については、フルタイムで就労していると回答した人が、育休中の

人も含めて就学前で 83.3％、小学生で 78.7％となっており、無回答を除く実際の

回答者の大半を占めている（図 10 参照）。 

● 就学前児童の両親の就労状況によって家庭類型を分類すると図 11 のようになる。 

 
 

図 10 父親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 11 両親の就労状況による家庭類型（就学前児童） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

83.2

77.6 0.2

0.1

1.1

1.2
0.8

1.0

0.1

19.7

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

N=990

小学生

N=1,240

フルタイムで就労しており、育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

N=990

パート×パート
0.3%

無業×無業
0.3%

フルタイム×
専業主婦（夫）

20.2%

フルタイム×
パート
22.4%

フルタイム×フ
ルタイム

37.2%

ひとり親家庭
7.7%

無回答
11.9%
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（５）教育・保育の利用状況・意向について 
 

● 現在、定期的な教育・保育の事業（幼稚園や保育所など）を「利用している」と回

答した人の割合は 72.3％で、概ね子どもの年齢が高くなるにつれて、「利用してい

る」という回答割合も高くなっており、６歳は全員が利用していることがわかる。 

 
 

図 12 現在、定期的な教育・保育の事業を利用しているか（就学前児童） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 13 年齢別教育・保育事業利用状況（就学前児童） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N=990

利用している
72.3%

利用していな
い

13.0%

無回答
14.7%

9.6

54.9

68.5

81.4

94.1

100.0

72.3

14.1

3.876.9

23.6

18.1

17.4

19.2

18.6

5.9

21.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０歳

N=94

１歳

N=144

２歳

N=149

３歳

N=156

４歳

N=167

５歳

N=185

６歳

N=95

利用している 利用していない 無回答
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● 定期的な教育・保育事業の利用者のうち 78.9％は「認可保育所」を利用している

と回答しており、今後の利用意向についてもほぼ同じ傾向となっている。 

 
図 14 現在利用している教育・保育事業（就学前児童） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 15 今後利用したい教育・保育事業（就学前児童） 

 

16.9

2.8

78.9

0.6

0.4

4.2

0.7

0.0

0.0

0.8

1.0

0.6

0 20 40 60 80 100

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

%

N=715

23.7

10.7

63.3

8.6

5.8

4.8

8.8

1.4

4.9

6.0

5.6

17.9

2.7

0 20 40 60 80 100

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

%

N=990
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● 土曜日の定期的な教育・保育事業については、18.6％の人が「ほぼ毎週利用したい」

と回答しているのに対し、日曜日・祝日については、「ほぼ毎週利用したい」と回

答した人は 3.1％にとどまっており、「利用する必要はない」と回答した人が 59.0％

と多くなっている（図 16 参照）。 

● 夏休みなどの利用意向については、「休みの期間中、ほぼ毎日利用したい」という

回答が 38.0％、「休みの期間中、週に数日利用したい」という回答が 24.0％とな

っている（図 17 参照）。 

 
 

図 16 土曜日と日曜日・祝日の利用意向（就学前児童） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 17 夏休みなどの利用意向（幼稚園利用者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.8

59.0

18.6

15.53.1 22.4

32.1 14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土曜日

日曜日・祝日

利用する必要はない ほぼ毎週利用したい 月に１～２回は利用したい 無回答N=990

N=121

利用する必要
はない
29.8%

休みの期間
中、ほぼ毎日
利用したい

38.0%

休みの期間
中、週に数日
利用したい

24.0%

無回答
8.3%
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（６）各種子育て支援事業の利用状況・意向について 
 

● 「母親(父親)学級、両親学級、育児学級」が利用率（23.6％）、利用意向（27.4％）

ともに最も高くなっている。 

図 18 利用したことがあるか（就学前児童の保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 19 今後利用したいか（就学前児童の保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27.4

16.6

12.5

14.2

32.9

40.7

42.2

41.2

47.2

13.5

13.7

13.2

13.7

18.0

24.0

18.9

44.9

34.6

13.9

14.7

14.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①母親（父親）学級、両親学級、育児学級

②保健センターの情報・相談事業

③家庭教育に関する学級・講座

④教育相談センター・教育相談室

⑤保育所や幼稚園の園庭等の開放

⑥子育ての総合相談窓口

⑦自治体発行の子育て支援情報誌

はい いいえ 無回答N=990

23.6

22.6

17.2

51.1

69.3

70.6

56.9

58.0

27.1

26.0

26.9

26.7

4.1

15.4

3.2

2.3

69.0

52.3

25.3

25.1

27.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①母親（父親）学級、両親学級、育児学級

②保健センターの情報・相談事業

③家庭教育に関する学級・講座

④教育相談センター・教育相談室

⑤保育所や幼稚園の園庭等の開放

⑥子育ての総合相談窓口

⑦自治体発行の子育て支援情報誌

はい いいえ 無回答N=990
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（７）保育所などの一時的な利用について 
 

● 就学前児童の保護者に、私用や親の通院、不定期の就労などのため、不定期に利用

している事業があるか尋ねたところ、｢利用していない」と回答した人が 84.2％を

占め、何らかの事業を利用していると回答した人は 8.5％となっている（図 20 参

照）。 

● また、今後、私用や親の通院、不定期の就労などのため、一時預かりなどの事業を

「利用したい」と回答した人の割合は 33.9％となっている（図 21 参照）。 

 
図 20 私用等で不定期に利用している事業 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 一時預かりなどの今後の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1

2.9

0.2

0.3

0.1

1.1

84.2

7.3

0 20 40 60 80 100

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・センター

夜間養護等事業：トワイライトステイ

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

%

N=990

N=990

利用したい
33.9%

利用する必要
はない
49.9%

無回答
16.2%
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（８）子どもの病気の際の対応について 

● 幼稚園・保育所などを利用している児童の保護者のうち、この１年間に、対象の子

どもが病気やけがで幼稚園・保育所などを利用できなかったことが「あった」と回

答した人は 75.8％であった（図 22 参照）。 

● また、その際の対処方法については、「母親が（仕事を）休んだ」という回答が 74.7％

と最も多く、「（同居者を含む）親族・知人に子どもをみてもらった」が 41.7％で、

それに続いている（図 23 参照）。 

 

図 22 病気やけがで幼稚園や保育所などを利用できなかったことがあったか 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 その際の対処方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.3

74.7

41.7

17.3

0.7

1.1

4.1

0.9

0 20 40 60 80 100

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労していない方が子どもをみた

病児・病後児の保育を利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答

%

N=542

N=715

無回答
3.9%

なかった
20.3%

あった
75.8%
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● 子どもが病気やけがで幼稚園や保育所などを利用できなかった場合に、両親のいず

れかが（仕事を）休んだと回答した人のうち、「できれば病児・病後児保育施設を

利用したい」と思った人の割合は 47.4％であった（図 24 参照）。 

● 前問で病児・病後児のための保育施設などを「利用したいとは思わない」と回答し

た人（50.5％）にその理由を尋ねたところ、「病児・病後児を他人に看てもらうの

は不安」（59.0％）と「親が仕事を休んで対応する」（56.1％）という回答が多く

なっている（図 25 参照）。 

 
図 24 病児・病後児保育施設の利用意向 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25 病児・病後児保育施設を利用したいと思わない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.0

56.1

18.9

12.7

7.1

5.7

17.9

3.3

0 20 40 60 80

病児・病後児を他人に看てもらうのは不安

親が仕事を休んで対応する

利用料がわからない

利用料がかかる・高い

地域の事業の質に不安がある

地域の事業の利便性（立地や

利用可能時間日数など）がよくない

その他

無回答

%

N=212

N=420

無回答
2.1%

利用したいと
は思わない

50.5%

できれば利用
したい
47.4%
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（９）放課後児童クラブの利用意向について 

● 小学校入学前の児童の保護者からの回答を見ると、「放課後児童クラブ」を利用し

たい人の割合は低学年で 31.6％、高学年で 17.0％となっている（図 26 参照）。 

● 平日、放課後児童クラブを利用したいと回答した人に、土・日・祝日・夏休みなど

の利用希望を尋ねたところ、少なくとも低学年の間は利用したいという回答は、「土

曜日」で 44.5％、「日曜日・祝日」で 15.2％、「夏休みなど」で 84.5％となって

いる（図 27 参照）。 

 
図 26 小学校入学後の放課後の過ごし方の希望（5 歳以上の就学前児童） 

 

図 27 放課後児童クラブの土・日・祝日・夏休みの利用希望（就学前児童） 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

19.3

14.9

2.9

0.6

56.3

17.0

12.4

13.5

4.9

1.4

0.6

29.0

31.6

1.4

47.1

41.4

0% 20% 40% 60%

自宅

放課後児童クラブ〔学童保育〕

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

放課後子ども教室

祖父母宅や友人・知人宅

その他（公民館、公園など）

児童館

ファミリー・サポート・センター

１～３年生まで

４～６年生まで

N=348

29.4

7.6

51.7

15.1

32.8

9.2

6.0

7.6

49.6

9.5

75.6

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土曜日

日曜日・祝日

夏休みなど

低学年の間は利用したい 高学年になっても利用したい

利用する必要はない 無回答
N=119
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（１０）育児休業の取得状況について 

● 父親の育児休業取得率は、就学前で 1.2％、小学生で 0.4％といずれも極めて低い

水準となっている。 

● 母親については、働いていなかった人を除いて集計すると、就学前で 62.0％、小

学生で 51.8％と、就学前の方が 10.2 ポイント高い取得率となっている。 

 
図 28 育児休業を取得したか（父親） 

 
 
 
 
 
 
 

 

図 29 育児休業を取得したか（母親） 

 
 
 
 
 
 
 

 

図 30 育児休業を取得したか（母親・働いていなかった人を除く） 

 
 

 

 

 

 

 

0.9

0.7

1.2

0.4

80.3

71.9

17.8

26.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親（就学前）

N=990

父親（小学生）

N=1,240

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

42.0

46.0

36.0

28.0 20.2

16.9

5.8

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親（就学前）

N=990

母親（小学生）

N=1,240

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

62.0

51.8

29.1

37.5

8.9

10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親（就学前）

N=574

母親（小学生）

N=670

取得した（取得中である） 取得していない 無回答
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（１１）子育ての環境や支援への満足度について 

● 子育ての環境や支援への満足度について５段階評価で尋ねた結果は以下のとおり

で、居住地域別の目立った差異は認められない（図 31 参照）が、子どもの年齢階

層別に見ると、小学生の保護者よりも就学前の保護者の方がやや満足度が高くなっ

ている。 

 
図 31 子育ての環境や支援への満足度（地域別） 

 

 
図 32 子育ての環境や支援への満足度（子どもの年齢階層別） 

 

22.1

22.2

27.0

43.8

39.0

3.4

2.8

3.8

3.0

8.2

6.9

8.4

6.06.0

9.1

7.2

8.3

22.0

44.3

43.6

19.0

12.3

17.5

14.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

N=2,248

一の宮地区

N=782

阿蘇地区

N=1,322

波野地区

N=100

1（低） 2 3（中） 4 5（高） 無回答

21.3 46.4 3.9

2.7

5.4

10.2

6.2

9.8 23.0 42.0

16.9

12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前

N=990

小学生

N=1,240

1（低） 2 3（中） 4 5（高） 無回答
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３．阿蘇市子ども・子育て会議条例 

 
平成25年6月18日 

阿蘇市条例第32号 

(設置) 

第1条 本市に、地方自治法(昭和22年法律第67号)第138条の4第3項の規定に基づき、

阿蘇市子ども・子育て会議(以下「子ども・子育て会議」という。)を置く。 

(任務) 

第2条 子ども・子育て会議は、子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号)第77条第1

項各号に掲げる事務を処理するとともに、市が実施する児童福祉法(昭和22年法律第

164号)その他の子どもに関する法律による施策について、市長又は教育長の諮問に応じ

調査審議する。 

2 子ども・子育て会議は、前項の規定する事務及び施策に関し、必要に応じ市長又は教育

長に建議することができる。 

(組織) 

第3条 子ども・子育て会議は、委員15人以内で組織し、次に掲げる者のうちから、市長

が委嘱する。 

(1) 市議会文教厚生常任委員会の委員 

(2) 保健医療関係者 

(3) 児童福祉関係者 

(4) 教育関係者 

(5) 子ども・子育て支援法第7条第1項に規定する子ども・子育て支援に関する事業に

従事する者 

(6) 前5号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める者 

2 子ども・子育て会議に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員

会を置くことができる。 

(委員の任期) 

第4条 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

2 委員は、再任されることができる。 

3 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、

解任されるものとする。 
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(会長及び副会長) 

第5条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長を置き、委員のうちから互選する。 

2 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

(会議) 

第6条 子ども・子育て会議は、会長が招集し、その議長となる。 

2 子ども・子育て会議は、委員の半数以上の出席しなければ会議を開くことができない。 

3 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

4 特別の事項について子ども・子育て会議を開き、議決を行う場合には、当該特別の事項

に係る臨時委員は、前2項の規定については、委員とみなす。 

(庶務) 

第7条 子ども・子育て会議の庶務は、市民部福祉課において処理する。 

(報酬及び費用弁償) 

第8条 市は、委員及び臨時委員に対し、阿蘇市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費

用弁償に関する条例(平成17年阿蘇市条例第42号)の定めるところにより、報酬を支給し、

及び職務を行うための費用を弁償する。 

(委任) 

第9条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会

長が子ども・子育て会議に諮って定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成25年7月1日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施

行する。 

(準備行為) 

2 この条例の施行後最初に委嘱される子ども・子育て会議の委員の選任のための手続その

他のこの条例を施行するための必要な準備行為は、この条例の施行前においても行うこ

とができる。 
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４．阿蘇市子ども・子育て会議委員名簿 

 （順不同・敬称略） 

氏名 関係機関等 役職名 備考 

古澤 國義 阿蘇市議会 文教厚生常任委員長 
会長 
（H27.2.11～）

髙宮 今朝秀 阿蘇市議会 前文教厚生常任委員長 
前会長 
（～H27.2.10）

古木 孝宏 阿蘇市議会 文教厚生常任委員 副会長 

相部 弘子 阿蘇市教育委員 委員長  

福島 鐵冶 
阿蘇市民生委員・児童委員
協議会連合会 

副会長 （Ｈ25.12.1～）

岩下 和海 
阿蘇市民生委員・児童委員
協議会連合会 

前会長 （～Ｈ25.11.30）

岡山 富士男 保育園関係 熊本ＹＭＣＡ黒川保育園長  

田中 泰次郎 幼稚園関係 
学 校 法 人 法 輪 学 園 理 事 長
（あそひかり幼稚園） 

（Ｈ26.7.10～）

髙宮 正行 幼稚園関係 前あそひかり幼稚園長 （～Ｈ26.7.9） 

原山 昭信 学校関係 
阿蘇市校長会副会長 
（阿蘇小学校長） 

（Ｈ26.4.1～） 

市原 潤 学校関係 
前阿蘇市校長会長 
（前古城小学校長） 

（～Ｈ26.3.31）

北里 かおる 
阿蘇市子ども会育成連絡協
議会 

事務局員  

志賀 和代 阿蘇市母子保健推進員 代表  

道脇 里恵 阿蘇市養護教諭 
代表 
（宮地小学校） 

（Ｈ26.4.1～） 

奥井 誉子 阿蘇市養護教諭 
前代表 
（阿蘇中学校） 

（～Ｈ26.3.31）

松見 あずさ 医療機関関係 松見内科クリニック副院長  

大田黒 卓三 山田保育園保護者会 代表  

佐伯 知彦 阿蘇中央幼稚園保護者会 会長  

西本 貴志 阿蘇市ＰＴＡ連合会 会長 （Ｈ26.4.1～） 

伊藤 照行 阿蘇市ＰＴＡ連合会 前副会長 （～Ｈ26.3.31）

三村 大和 放課後児童クラブ関係 まどか学童クラブ代表  
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